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2019年３月13日

株 主 各 位

東 京 都 墨 田 区 太 平 四 丁 目 一 番 三 号

株 式 会 社 エ プ コ

代表取締役グループＣＥＯ 岩 崎 辰 之
　
　

第29回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第29回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご

通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2019年3月27日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申しあげます。

敬具
記

１. 日 時 2019年３月28日（木曜日）午前10時
　 （受付開始時刻 午前９時30分)

２. 場 所 東京都墨田区横網一丁目6番1号
国際ファッションセンタービル10階（Room101～103）
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第29期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告、連結計算書類
並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第29期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

４. インターネット開示についてのご案内

当社は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、添付書類のうち次に掲げる事項をインターネット
上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.epco.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知
の添付書類には記載しておりません。なお、監査等委員会が監査した事業報告並びに監査等委員会及び
会計監査人が監査した計算書類及び連結計算書類は、本招集ご通知の添付書類に記載したもののほか、
当社ウェブサイトに掲載した以下の事項を含んでおります。

(1)連結計算書類の「連結注記表」

(2)計算書類の「個別注記表」
以上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。また、紙資源削減のため、本招集ご通知並びに報告書をご持参くださいますようお
願い申しあげます。

２. 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.epco.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けており、現

在及び今後の事業収益をベースに、将来の事業展開や経営環境の変化に対応するために必要

な内部留保資金の確保などを総合的に勘案し、配当性向50％を目安に利益配分を行っていく

ことを基本方針としております。

第29期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしま

して以下のとおりといたしたいと存じます。

　

(1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は133,680,570円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 2019年３月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４名）は、

本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選任をお願いするものであり

ます。

なお、本議案について、監査等委員会はその内容が適正であると判断いたしております。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

１
岩
いわ

崎
さき

辰
よし

之
ゆき

(1964年11月10日生)

1982年４月 東芝エンジニアリング株式会社入社

2,483,700株

1983年10月 有限会社三静水道工業所入社

1988年11月 岩崎設計サービス創業

1990年４月 有限会社エプコ設立 代表取締役

1992年６月 当社設立 代表取締役社長

2004年８月 艾博科建築設備設計(深圳)有限公司

董事長(現任)

2011年５月 EPCO(HK)LIMITED CEO(現任)

2012年４月 当社代表取締役グループCEO(現任)

2015年７月 エネチェンジ株式会社 社外取締役就任

2016年７月 艾博科建築設備設計(吉林)有限公司

董事長(現任)

2017年８月 TEPCOホームテック株式会社 代表取締役社長就任

(現任)

２
吉
よし

原
はら

信 一 郎
し ん い ち ろ う

(1975年２月22日生)

1997年10月 朝日監査法人

（現 有限責任 あずさ監査法人）入社

40,100株

2001年４月 公認会計士登録

2002年１月 当社入社 経営企画室長

2002年４月 当社取締役

2009年４月 当社取締役 経営管理グループ長

2011年７月 当社専務取締役 経営管理グループ長

2012年４月 当社代表取締役COO 経営管理グループ長

2014年４月 当社代表取締役CFO 経営管理グループ長

2017年４月 当社代表取締役CFO コーポレート本部長就任(現任)
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

３
安
やす

岡
おか

淳
じゅん

也
や

(1962年７月８日生)

1986年４月 株式会社INAX（現 株式会社LIXIL）入社

500株

2016年６月 当社入社

2017年１月 当社代表執行役員(スマートエネルギーカンパニー)

2017年７月 当社代表執行役員プラットホーム事業本部

本部長就任

2018年３月 当社取締役

代表執行役員プラットホーム本部長就任(現任)

４
宮
みや

野
の

宣
とおる

(1957年７月２日生)

1976年４月 積水ハウス株式会社入社

40,100株

1997年７月 当社入社 専務取締役設計担当

2001年２月 当社専務取締役管理担当

2009年４月 当社専務取締役 内部統制グループ長

2011年７月 当社取締役 内部統制グループ長

2014年３月 当社取締役退任

当社代表執行役員(プラットホームカンパニー)

2014年８月 当社代表執行役員 大規模HEMS情報基盤整備事業プ

ロジェクト担当

2015年３月 当社取締役就任(現任)

2017年８月 TEPCOホームテック株式会社 取締役就任(現任)

(注) 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

以上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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横網町公園

旧安田庭園

蔵前橋通り

電車でのご利用
［地下鉄］

都営地下鉄大江戸線「両国駅」Ａ1出口に直結。

［JR］
□JR中央・総武線「両国駅」東口より徒歩約6分。
東口改札より線路沿いを千葉方面へ向かい、
突き当たり大通りを左折し
ガードをくぐり、約200ｍ先左手25階建てビル。

□JR中央・総武線「両国駅」西口より徒歩約7分。
西口改札より両国国技館と江戸東京博物館の間の
歩行者用通路に沿って、 車止めのある十字路を右折。
両国中学校と江戸東京博物館の間のレンガ道を進み
大通りを左折し、約50ｍ先左手25階建てビル。

JR山手線

東京メトロ
地下鉄東西線

東京メトロ
半蔵門線

ＪＲ中央・総武線

都営地下鉄
大江戸線

飯田橋

大門

青山一丁目

浜松町

モノレール
都営地下鉄
浅草線

門前仲町

清澄白河

錦糸町
上野上野

東京東京

秋葉原秋葉原

渋谷渋谷

新宿新宿

京葉道路

ＪＲ 両国駅

東口

Ａ1出口

西口
至 秋葉原

至 蔵前

至 清澄白河

ＪＲ中央・総武線 至 錦糸町

両国国技館

江戸東京博物館

日大一中・一高

ＮＴＴドコモビル

首
都
高
速
６
号
向
島
線

隅
田
川

大
江
戸
線

都
営
地
下
鉄

両
国
駅

清
澄
通
り

交通案内

駅周辺地図

国際ファッションセンタービル
10階 Room101～103

株主総会会場ご案内図

東京都墨田区横網一丁目6番1号 国際ファッションセンタービル10階
　

（Room101～103）

電話 03（5610）5801（代表）
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第29期報告書
2018年１月１日から2018年12月31日まで

(第29回定時株主総会招集ご通知添付書類)

株式会社 エ プ コ

　

証券コード：2311
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(ご あ い さ つ)
　

代表取締役グループＣＥＯ

岩 崎 辰 之

平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　当社グループ（当社及び連結子会社）第29期報告書をお届けす
るにあたり、ご挨拶申し上げます。

　2019年、我々エプコグループの経営スローガンには、「 進化へ
の挑戦 」を掲げ、新たに取り組む9つの項目において、進化への
挑戦を行ってまいります。

　進化への挑戦は大きく3つのジャンルに分類されており、1つは
エプコグループ内部に係る内容です。
　社員のモチベーションや職場環境を高める施策、コスト競争力
強化を図るための施策、更に部門トップを若い人達に権限委譲
し、部門間の障壁を壊し、風通しのよい社風を創り出す施策、そ
してITを近代化することで、効率化だけではなく、事業そのもの
をリノベーションするテック企業への変貌に挑戦いたします。

　２つ目は新たなプロジェクトへの挑戦です。
　これまでエプコグループは住宅分野（戸建住宅やアパート）を
中心に事業展開を図ってきましたが、同じ建築分野でも手掛けて
こなかった商業店舗分野の設計サービスに挑戦してまいります。
　我が国では少子高齢化が加速し、地域社会における商業店舗の
役割も大きく変わろうとしております。この商業店舗分野に、こ
れまで培ってきた住宅設備の工業化ノウハウを注入することで、
店舗建築の合理化を図っていきたいと考えております。

　更に、中高層住宅分野の設計サービスにも挑戦してまいりま
す。
　最先端の設計ソフトウェアであるBIM（Building Information
Modeling）を活用して、設備だけではなく建物全体の建築情報を
作りだし、営業から設計、部品生産、施工、維持管理まで、建築
工程に係る全職種が一気通貫で建築情報を共有できるサービスに
挑戦いたします。
　そしてこのBIM設計を行うBIMセンターを中国で立ち上げ、日本
及び中国において、中高層住宅分野のBIM設計を受託する体制を
構築してまいります。
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３つ目はTEPCOホームテックの省エネ事業とメンテナンス事業をしっかりと軌道に乗せ、業
績に貢献してまいります。
　特にTEPCOホームテックが手掛ける電力グループ会社ならではの商品「 エネカリ 」の反響
が大変よく、太陽光発電システムなどの省エネ機器をお客さまが買うことなく、初期費用が実
質ゼロ円で太陽光発電システムなどを設置でき、光熱費削減相当分から利用料をお支払いただ
くエネカリモデルを全国に拡販するために、様々な施策を行ってまいります。

　2019年は、進化への挑戦が我々エプコグループの果実となるよう、経営を先導してまいりま
すので、引き続きご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

（※）上記の詳細はP.８「対処すべき課題」をご参照下さい。

目 次

事 業 報 告

1.企業集団の現況

2.会社の現況

連 結 計 算 書 類

計 算 書 類

監 査 報 告 書
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（添付書類）

事 業 報 告

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

　

１. 企業集団の現況
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

当連結会計年度（2018年１月１日から2018年12月31日）におけるわが国経済は、政府の

諸政策を背景に企業収益や雇用・所得環境が改善し緩やかな回復基調で推移したものの、米

国の通商政策に伴う海外経済の不確実性や国際金融資本市場の変動など、先行き不透明な状

況にあります。

　当社グループが主に関連する住宅業界におきましては、低金利水準の住宅ローンや政府に

よる住宅支援策が継続されているものの、2018年(暦年)における新設住宅着工戸数が約94万

戸（前年比2.3％減）、持家住宅の着工戸数が約28万戸（前年比0.5％減）と昨年に続いて減

少傾向にあり、今後についても予断を許さない状況にあると認識しております。

このような事業環境の中、当社グループは、新設住宅着工の増減に左右されることなく安

定的な成長を果たすため、新築時の設計から引き渡し後のメンテナンス、リフォームまで住

宅のライフサイクル全体に対してサービス提供を行う事業モデルの確立に注力しておりま

す。既存事業においては、サービスラインの拡大及び業務の効率化を通じてさらなる利益増

加に努め、新規事業においては、2017年８月に東京電力エナジーパートナー株式会社と共同

出資した合弁会社であるTEPCOホームテック株式会社を通じてリフォーム分野に新規参入す

ることで、当社グループにおける成長機会の拡大に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は3,899百万円（前期比13.4％増）、営業利益578百万

円（前期比4.2％増）、経常利益468百万円（前期比8.4％減）、親会社株主に帰属する当期純

利益289百万円（前期比17.7％減）となりました。

セグメント別の概況につきましては、次のとおりであります。
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264

　 (設計コンサルティング事業)

　建築・エネルギー分野における設計業務の受託活動に注力し、設計受託のサービスライン

の拡充を図った結果、売上高は2,457百万円（前期比5.8％増）となりました。一方、中国設

計拠点（深圳・吉林）における設計コストの増加（業務移管に伴う人員の増員及び人件費水

準の上昇）及び日本の設計拠点（東京・沖縄）での将来の受託増加を見据えた人員の増員に

よる人件費増加により、営業利益は730百万円（前期比1.6％増）となりました。

　
　 (カスタマーサポート事業)

　既存得意先における預かり顧客数の増加により受電件数が堅調に推移し、また、省エネリ

フォーム事業に付随するアウトバウンド業務等が増加した結果、売上高は1,114百万円（前

期比25.8％増）となりました。一方、前期において将来の受託増加を見据えた人員の増員等

による人件費の増加及び執務スペースの拡張に伴う地代家賃等の増加により、営業利益は

264百万円（前期比7.3％増）となりました。
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229

△119

327

△66

　 (スマートエネルギー事業)

　継続収入である電力需給・顧客管理システム利用サービスの提供による収益が増加傾向に

あり、それに伴うシステム受託開発売上も連動して増加した結果、売上高は327百万円（前

期比42.8％増）となりました。当該受託増加に対して、システム開発及び保守費用の増加抑

制に努めた結果、営業損失は66百万円（前期は営業損失119百万円）となり、前期と比較し

て52百万円の利益改善となりました。
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　 セグメント別売上高実績

セグメント名称 主な事業内容 売上高 前期比 構成比

千円 ％ ％

設計コンサルティング事業

給排水設備設計 1,618,750 102.6 41.5

電気設備設計 248,398 100.8 6.4

その他 590,762 118.1 15.1

計 2,457,912 105.8 63.0

カスタマーサポート事業 カスタマーサポートサービス 1,114,324 125.8 28.6

スマートエネルギー事業
システム開発受託業務
アプリケーションサービス提供業務

327,088 142.8 8.4

合 計 3,899,326 113.4 100.0

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　
　 ② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は376百万円であります。主な設

備投資は沖縄新オフィス移転に伴う設備投資189百万円です。
　
　 ③ 資金調達の状況

　 該当事項はありません。
　

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年02月27日 19時45分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



　(2) 財産及び損益の状況

区 分
第 26 期

(2015年12月期)
第 27 期

(2016年12月期)
第 28 期

(2017年12月期)

第 29 期
(当連結会計年度)
(2018年12月期)

売 上 高（千円) 3,131,792 3,270,477 3,438,407 3,899,326

営 業 利 益（千円) △132,285 92,378 555,503 578,950

経 常 利 益（千円) 69,715 401,544 511,365 468,341

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（千円) 99,941 308,249 351,818 289,411

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

（円) 11.18 34.57 39.48 32.47

総 資 産（千円) 3,325,556 3,385,064 3,532,841 3,736,177

純 資 産（千円) 2,928,443 2,915,090 2,996,572 3,001,239

１株当たり純資産額 （円) 327.53 326.96 336.11 336.64
　

(注) １．△印は損失を表示しております。
２．当社は、2018年１月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。

第26期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額を算定
しております。
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

EPCO(HK)LIMITED 562百万円 100％
設計コンサルティング
中国におけるグループ会社の統括

艾博科建築設備設計（深圳）
有限公司

64百万円 100％ 設計コンサルティング

艾博科建築設備設計（吉林）
有限公司

39百万円 100％ 設計コンサルティング

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当事項はありません。
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　(4) 対処すべき課題

【当社グループを取り巻く外部環境】
　2016年4月より電力小売りが全面自由化されて以降、一般家庭が自由化前の電力会社から
新たに参入した新電力会社に切り替えた件数が2018年9月時点で約1,284万件に達し、切り替
え率としては20.5％に到達しました。地域については大都市部を中心に切り替えが進んでお
ります。

一方で、2017年4月よりガスの小売りも全面自由化され、一般家庭が自由化前のガス会社か
ら新たに参入した新ガス会社に切り替えた件数は、2018年12月末時点で約170万件に達しま
した。
　自由化後の都市ガス販売の特徴は、主に大手の電力小売会社と都市ガス小売会社が、電気
とガスのセット販売を行っており、セット販売による価格優位性で家庭向けのシェア獲得を
競っております。
　このような価格競争はしばらく継続されることが予想され、電力とガス会社の切り替えが
更に加速していくものと考えられます。

　そうした事業環境の中、電気やガスの料金プラン以外で他社との差異化を図るため、家庭
との接点強化を図るサービスを打ち出す企業もあり、これまでの業種間の垣根を越えたサー
ビス展開も見受けられます。

　そして、当社グループがこれまで主力事業と位置付けてきた日本の住宅産業においては、
2018年の新設住宅着工戸数が約94万戸となり、前年比マイナス2.3％になりました。その中
でも持家住宅が前年比0.5％減の約28万戸で、貸家では5.6％減の約39万戸となりました。
　2019年は消費増税による駆け込み需要も予測されますが、少子高齢化の影響もあり、中長
期的には新設住宅着工の減少が続くものと思われます。

　このように国内の新築住宅市場の鈍化が見込まれる中、住宅会社や製品メーカーはリフォ
ーム市場の開拓に勢力を傾け始めており、リフォーム需要の獲得につながる新たなサービス
の普及も進むものと考えられます。

　一方、中国国内では、投資用不動産から居住用不動産への転換を図るため、保障型住宅
（低価格）の普及促進や建築工事に係る環境対策面から工業化住宅の採用を後押しする政策
が打ち出されました。2018年2月には工業化住宅に関するガイドラインや規格も発表され、
工業化住宅の普及が加速し始めております。

　当社グループではこれらの課題に対応すべく、これまでの住宅領域での強みを活かしなが
ら、国内の電力会社や中国の合弁会社と連携して持続的な事業成長を目指してまいります。
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【TEPCOホームテック株式会社との協業】

　2017年8月に東京電力エナジーパートナー株式会社（以下、東京電力EPという。）と当社と
の合弁で設立したTEPCOホームテック株式会社（以下、TEPCOホームテックという。）は、
現在、省エネ事業とメンテナンス事業を運営しております。

　省エネ事業につきましては、2018年5月より電力グループ会社ならではの看板商品である
「エネカリ」を市場投入し、全国で「エネカリ」の販売活動を強化しております。
　この「エネカリ」は、省エネ機器（エコキュートや太陽光パネル、蓄電池、電気自動車の
充電設備など）を初期費用ゼロ円で設置でき、電気料金とセットで「エネカリ」の利用料を
お支払いただくモデルです。

　これまで省エネ機器を設置する際には、お客さまが省エネ機器を購入しておりましたが、
「エネカリ」は省エネ機器を購入せず、利用料の支払いで省エネ機器を使える点が特徴で
す。このため、お客さまは金銭的負担感が和らぎ、省エネ機器交換への障壁を取り除くこと
が可能になります。この「エネカリ」に参画する省エネ機器の製品メーカーや販売代理店も
増加傾向にあり、2019年は各製品メーカーの販売網を活用して、全国で「エネカリ」の販売
を行ってまいります。

　一方、メンテナンス事業につきましては、水回りや電気周りの修理を24時間365日で受付
け、修理サービスを行うTEPCOメンテナンスセンターを2018年5月に開設いたしました。
　2018年12月末時点では、1か月に1,500件以上の修理に関する問合せが入るようになり、順
調な立ち上がりと感じております。

　TEPCOメンテナンスセンターの事業目的は、1つはお客さまとの接点強化にあります。
　これまで東京電力EPとお客さまとの関係は電力小売契約のみであり、お客さまとの接点が
希薄なことから、お客さまの暮らしをサポートできるサービスが提供できていなかった点が
挙げられます。
　TEPCOメンテナンスセンターが提供する水回りや電気周りの修理サービスを提供すること
で、お客さまとの接点強化を図り、修理サービスに加え、電力やガス販売でもお役立ちでき
る企業を目指したいという思いが込められております。

　2つ目は、修理サービスを通じた省エネ機器への交換にあります。
　TEPCOメンテナンスセンターへの修理依頼の中で特に多いのは、給湯器や床暖房、エアコ
ンなどの省エネ機器に係る修理です。
　このような省エネ機器は10年から15年程度使用すると修理頻度が上昇し、機器交換の時期
を迎えます。TEPCOメンテナンスセンターでは、このような省エネ機器の修理の際に、最新
の省エネ機器を初期費用ゼロ円で交換できる「エネカリ」を提案し、お客さまへ光熱費削減
のサポートを行っております。
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【AI設計の導入による抜本的なビジネスモデル改革】

　当社グループのコア事業である設計コンサルティング事業は、少子高齢化の影響で新築住

宅着工戸数が先細り、今後は厳しい経営環境が予想されております。

　2018年の具体的な取り組みとしては、AI設計システムの開発に着手いたしました。
　当社グループでは、過去に設備設計を行った設計のビッグデータが100万戸を超えており、
この経営資源である設計ビッグデータとAIを組み合わせることで、類似設計図面の抽出によ
る設計業務の短縮や自動設計・自動検図など、コスト削減につながる抜本的な業務効率化に
取り組んでおります。

　一方で、AI設計システムを実務レベルに落とし込み、実用化するには一定の期間が必要な
ことから、コスト競争力の強化と人財の安定化を目的に、中国の深圳CADセンターでの設計
業務を吉林CADセンターへ移管するプロジェクトも開始しております。

　更にAI設計のレベル1段階では、間取りが近似しており戸数も多い、賃貸住宅向けの設備

設計や同じく賃貸住宅向けの構造設計を対象とすることで、業務の効率化メリットが大きい

分野に集中して取り組んでまいります。既に2018年下期から着手しており、2019年には吉林

CADセンターへの設計業務の移管を完了させる予定でおります。

　これにより中国の人件費上昇による設計コストの抑制を図りながら、AI設計システムによ
る抜本的なビジネスモデルの改革につなげてまいります。
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【新たなプロジェクトへの挑戦による事業成長】

　1．商業店舗プロジェクトへの挑戦

　これまでエプコグループでは低層住宅分野（戸建住宅やアパート）を中心に事業展開を行

ってきましたが、同じ建築分野でも手掛けてこなかった商業店舗分野の設計サービスに挑戦

してまいります。

　当社の強みの1つとして、設計に携わる社員が日本と中国を合わせて約450名在籍している

点が挙げられます。当該強みを活かして商業店舗の設計実績を蓄積することで、全国展開す

る大手小売企業の店舗プレファブ化に貢献していきたいと考えております。

　2．BIM設計プロジェクトへの挑戦

　アメリカや中国で採用が進んでいる最先端の設計ソフトウェアであるBIM（Building

Information Modeling）を活用した、中高層住宅分野の設計サービスに挑戦してまいりま

す。これまでエプコグループでは設備を主軸に設計サービスを展開してきましたが、BIM設

計では建築・設備全体の設計サービスを提供してまいります。

　このBIM設計の特徴は、建築工程全体の情報を作りだし、営業から設計、部品生産、施工、

維持管理まで、建築工程に係る全職種が一気通貫で建築情報を共有できることにあります。

これにより建築工期の短縮、工事品質の向上、コスト低減などが図れることから、今後、基

幹的な設計手法となると考えます。

　そして中国の深圳CADセンターをBIMセンターへ転換して、日本及び中国において中高層住

宅分野のBIM設計を受託する体制を構築してまいります。
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【中国市場に対する取り組み（広東聯塑艾博科住宅設備設計服務有限公司）】

　中国では、中央政府が国家標準であるプレファブ式建築評価標準を公表し、2018年2月か
ら施行されました。
　この中央政府の法制化を受けて、中国全土で工業化住宅による建築が加速しております。
地方政府も不動産開発会社への指導を強化しており、具体的には不動産開発を行う際に、工
業化住宅の採用割合を一定数以上にするよう義務付けを始めております。

　この結果、構造躯体についてはプレキャストコンクリート工法や鋼製型枠工法の採用が増
加しており、今後はユニットバスやシステムキッチンなどの住宅設備も工業化製品の使用頻
度が高まってくるものと予想されます。

　当社グループでは、香港市場に上場している中国最大の住設管材メーカーであるCHINA
LESSO GROUPと共同で、合弁会社である広東聯塑艾博科住宅設備設計服務有限公司を2011年
に設立しております。CHINA LESSO GROUPの強みは、システムキッチンなどの住設機器の製
造や販売ネットワークを中国全土に持っており、中国での工業化住宅の普及は自社製品の販
売増加にもつながることから、千載一遇の好機と捉えております。

　一方で、中央政府からはBIM設計の導入目標も発表されており、工業化住宅とBIM設計をセ
ットで普及させる方針が示されております。
　エプコグループとしては、深圳BIMセンターを早期に立ち上げ、中国の中高層住宅向けBIM
設計を受託できる体制を構築してまいります。
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東京都墨田区
 本社

沖縄県那覇市
 事務所:沖縄情報センター

中華人民共和国香港特別行政区
 子会社:EPCO(HK)LIMITED

中華人民共和国広東省深川市宝安区
 子会社:艾博科建築設備設計(深川)有限公司

中華人民共和国吉林省吉林市高新区
子会社:艾博科建築設備設計(吉林)有限公司

　(5) 企業集団の主要な事業セグメント（2018年12月31日現在）

セグメント名称 事 業 内 容

設計コンサルティング事業
建築設備の設計・積算受託業務
建築設備のコンサルティング業務
設備工業化部材の加工情報提供業務

カスタマーサポート事業 コールセンター運営及び顧客情報管理業務

スマートエネルギー事業
システム開発受託業務
アプリケーションサービス提供業務

　

　(6) 企業集団の主要拠点（2018年12月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 東京都墨田区

沖 縄 情 報 セ ン タ ー 沖縄県那覇市

　 ②子会社等

会 社 名 所 在 地

EPCO(HK)LIMITED
中華人民共和国
香港特別行政区

艾博科建築設備設計（深圳）有限公司
中華人民共和国
広東省深圳市宝安区

艾博科建築設備設計（吉林）有限公司
中華人民共和国
吉林省吉林市高新区
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　(7) 使用人の状況（2018年12月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

セグメント名称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

設計コンサルティング事業 491（ 46）名 96名増 ( 32名減 )

カスタマーサポート事業 76（115）名 23名増 ( 8名増 )

スマートエネルギー事業 17（ 14）名 1名減 ( - )

全社（共通） 32（ 4）名 4名増 ( 2名増 )

合 計 616（179）名 122名増 ( 22名減 )

(注) １．使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

２．全社（共通）として、記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属
しているものであります。

３．設計コンサルティング事業は日本においては、サービスラインの拡大に対応するべく人員の拡充を行い、
中国においては、吉林への業務移管を進めるためスタッフを増員しております。

４．カスタマーサポート事業においては、将来の受託増加を見据えた先行的な人材採用により人員が増加し
ております。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

315（179）名 94名増 (22名減) 38.4歳 6.5年

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

　(8) 主要な借入先の状況（2018年12月31日現在）

　 該当事項はありません。

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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所有者別株式分布状況 所有数別株式分布状況

証券会社
0.5％

個人・その他
64.0％

個人・その他
64.0％

金融機関
2.2％
金融機関
2.2％

その他国内法人
26.5％

その他国内法人
26.5％

外国法人等
2.5％

自己名義株式
4.3％

1,000～4,999株
14.0％

1,000～4,999株
14.0％

5,000～9,999株
3.5％

5,000～9,999株
3.5％

10,000～49,999株
11.4％

10,000～49,999株
11.4％

50,000～99,999株
5.5％

50,000～99,999株
5.5％

1,000株未満
7.1％

1,000株未満
7.1％

100,000～499,999株
7.5％

100,000～499,999株
7.5％

500,000～999,999株
9.4％

500,000～999,999株
9.4％

1,000,000株以上
41.6％

1,000,000株以上
41.6％

２. 会社の現況
　(1) 株式の状況（2018年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 32,000,000株

② 発行済株式の総数 9,316,000株（自己株式403,962株を含む）

③ 株主数 3,204名

　 ④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

岩 崎 辰 之 2,483,700株 27.87％

パ ナ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 1,388,000 15.57

株 式 会 社 Ｌ Ｉ Ｘ Ｉ Ｌ 880,000 9.87

松 浦 一 夫 168,300 1.88

上 野 将 人 130,500 1.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 95,900 1.07

山 内 仁 也 91,000 1.02

エ プ コ 社 員 持 株 会 78,200 0.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 75,800 0.85

Ｍ Ｓ Ｉ Ｐ Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ Ｅ Ｃ Ｕ Ｒ Ｕ Ｔ Ｉ Ｅ Ｓ 64,400 0.72

(注) １. 持株比率は、発行済の普通株式から自己株式（403,962株）を除いて計算しております。
２. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の95,900株は、信託業務に係るものであります。
３. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の75,800株は、信託業務に係るものであります。
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　(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2018年12

月31日現在）

　 2014年4月14日開催の取締役会決議による新株予約権

1.新株予約権の払込金額 1個につき2,200円

2.新株予約権の行使価額 1株当たり 898円

3.新株予約権の行使条件

Ⅰ 新株予約権者は、下記（ⅰ）または（ⅱ）に定める決算期に当社が金融商品取引法

に基づき提出した有価証券報告書に記載された当社損益計算書（連結財務諸表を作成し

ている場合は、連結損益計算書）に記載の経常利益（適用される会計基準の変更等によ

り経常利益の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内において、別

途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。）が下記（ⅰ）または（ⅱ）に掲

げる条件を充たした場合、それぞれ定められた割合の個数を、当該条件を充たした期の

有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使することができる。なお、行使可能な本新

株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り上げた数とする。

（ⅰ）2015年12月期または2016年12月期における有価証券報告書に記載される連結経常

利益の金額が12億円を超過した場合、付与された新株予約権の50％が行使可能となる。

（ⅱ）2015年12月期乃至2018年12月期のいずれかの期における有価証券報告書に記載さ

れる連結経常利益の金額が15億円を超過した場合、付与された新株予約権の100％が行

使可能となる。

Ⅱ 本新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の取締役、

執行役員、監査役、従業員または外部協力者の地位にあることを要するものとする。

Ⅲ 本新株予約権者が行使期間前から休職しておらず、かつ本新株予約権者が行使期間

中に死亡した場合は、相続開始後１年内に限り、その相続人が当社所定の手続きに従

い、当該本新株予約権者が付与された権利の範囲内で本新株予約権を行使できる。

4.新株予約権の行使期間 2016年4月1日から2020年3月31日まで

5.当社役員の保有状況

　 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役（監査等委員を除く） 140個 普通株式 28,000株 ２人

(注) 当社は、2018年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
す。このため、「新株予約権の行使価額」及び「目的となる株式の種類及び数」は調整しております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

　 該当事項はありません。
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　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役の状況（2018年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役グループＣＥＯ 岩 崎 辰 之

EPCO(HK)LIMITED CEO
艾博科建築設備設計(深圳)有限公司 董事長
艾博科建築設備設計(吉林)有限公司 董事長
TEPCOホームテック株式会社 代表取締役

代 表 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 吉 原 信一郎 コーポレート本部長

取 締 役 安 岡 淳 也 代表執行役員プラットホーム本部長

取 締 役 宮 野 宣 TEPCOホームテック株式会社 取締役

取 締 役 （監 査 等 委 員） 勝 又 智 水

取 締 役 （監 査 等 委 員） 増 田 光 利
公認会計士増田会計事務所 所長
株式会社えいえん堂 代表取締役

取 締 役 （監 査 等 委 員） 成 願 隆 史
公認会計士成願隆史事務所 所長
株式会社ファンデリー 監査役
株式会社ビーブレイクシステムズ 取締役

(注) １. 取締役勝又智水氏、増田光利氏及び成願隆史氏は、社外取締役であります。
２. 内部監査部門及び会計監査人との連携を円滑に行い監査等の実効性を高めるため、勝又智水氏を常勤の

監査等委員に選定しております。
３. 監査等委員勝又智水氏、増田光利氏及び成願隆史氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
　 ・ 監査等委員勝又智水氏は、税理士の資格を有しております。
　 ・ 監査等委員増田光利氏及び成願隆史氏は、公認会計士の資格を有しております。
４. 当社は、取締役勝又智水氏、増田光利氏及び成願隆史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。

　 ② 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項で定める最低責任限

度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役が責任の原因

となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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　 ③ 取締役の報酬等の総額

　 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（監査等委員を除く）

４名 53百万円

取 締 役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
( ３名)

７百万円
( ７百万円)

合 計
（うち社外役員）

７名
( ３名)

61百万円
( ７百万円)

(注) １. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等相当額24百万円(賞与を含む)は含まれており
ません。

２. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年３月25日開催の第26回定時株主総会において年額
200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年３月25日開催の第26回定時株主総会において年額20百万
円以内と決議いただいております。

４. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内におい
て、取締役会の一任を受けた代表取締役が各取締役の職務と責任及び実績に応じて決定することとして
おります。また、監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内におい
て、各監査等委員である取締役の協議により決定することとしております。

　

　 ④ 社外役員に関する事項

　 イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　 特記すべき事項はありません。

　 ロ．当事業年度における主な活動状況

活動状況

取締役（監査等委員）
勝又智水

当事業年度に開催された取締役会14回全て及び監査等委員会14回全
てに出席しました。税理士としての専門的見地から適宜質問、意見
表明等の発言を行っております。

取締役（監査等委員）
増田光利

当事業年度に開催された取締役会14回全て及び監査等委員会14回全
てに出席しました。公認会計士としての専門的見地から適宜質問、
意見表明等の発言を行っております。

取締役（監査等委員）
成願隆史

当事業年度に開催された取締役会14回全て及び監査等委員会14回全
てに出席しました。公認会計士としての専門的見地から適宜質問、
意見表明等の発言を行っております。
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　(4) 会計監査人の状況

　 ① 名称 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　 ② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区分 支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19百万円

(注) １. 監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた監査計画、監査内容等の概要について必要な検
証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

２. 当社は会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額に
はこれらの合計額を記載しております。

　 ③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該

決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきま

して、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　 ④ 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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　(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社では、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のような業務の適正を確保するた

めの体制整備の基本方針として、内部統制システム整備の基本方針を定めております。

１. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 取締役は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために、各分掌

に従い内部統制システムを整備し、社内に諸規程・マニュアルの周知徹底を図ると

ともに、「取締役会規程」を遵守する。また、取締役会において取締役間の意思疎

通を図るとともに相互に業務執行を監督し、法令及び定款違反行為を未然に防止す

る。

② 監査等委員会は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、その職務の執行に係る情報を文書又は電磁的記録（以下、「文書等」と

いう）に記録し、「文書管理規程」その他関連規程により適切に保存及び管理（廃棄

を含む）を行い、各文書等の存否及び保存状況を検索可能とする体制を構築する。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理統括責任者をグループＣＥＯとし、当社の事業活動に伴う重大なリスク

の顕在化を防ぎ、万一リスクが顕在化した場合の損害を最小限にとどめるためのリス

ク管理システムを整備し、その適切な運用・管理にあたる。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会において、経営資源の配分を決定し、年度予算等により具体的な経営目標

を定め、その達成を図る。また、取締役会において、各取締役の所管を明確にし、各

機関及び各職位の権限並びに各部門の所管事項を社内規程に定めて、会社の経営に関

する意思決定及び執行を効率的かつ適正に行う。

５. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、当社及び子会社から成る企業集団全体に適用されるコンプライアンス体

制を構築する。

② 代表取締役及び取締役は、それぞれの職務分掌に従い、当社及び子会社が適切な

内部統制システムの整備を行うよう指導する。

③ コーポレート本部は、「グループ会社管理規程」に基づき、当社及び子会社の内

部監査を実施し、企業集団における業務全般にわたる内部統制システムの整備を行

うよう指導する。
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６. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

① 監査等委員会は、監査等委員会の指揮命令に服する使用人を置くことを取締役会

に対して求めることができる。

② 当該使用人がその業務に関して監査等委員会から指示を受けたときは、専らその

指揮命令に従う体制を整備する。

７. 監査等委員会への報告に関する体制

① 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人は、会社に重大な損害を与

える事項が発生もしくは発生する恐れがある場合、違法または不正な行為を発見し

た場合等には、速やかに監査等委員会へ報告する。

② 内部通報制度の担当部署であるコーポレート本部は、当社及びグループ各社から

の内部通報の状況を監査等委員会に対して定期的に報告する。
　

８. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員会は、代表取締役と定期的な意見交換を行う。また、必要に応じて当

社の取締役及び重要な使用人からヒアリングを行う。

② 監査等委員会は、定期的に監査法人と意見交換を行う。

③ 監査等委員会は、必要に応じて監査業務のために独自に弁護士、公認会計士その

他の外部の専門家を任用することができる。

④ 監査等委員会は、定期的に内部監査室と意見交換を行い、連携の強化を図る。

⑤ 当社は、監査等委員会がその職務の執行について必要な費用の前払等の請求をし

たときは、速やかに当該費用または債務を処理する。

　また、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

１. 当社は、取締役会規程に基づき、原則として月１回の定例取締役会を開催してお

り、当事業年度においては、定例取締役会を12回、臨時取締役会を２回開催しまし

た。定例取締役会では、月次決算及び業務に係る報告がなされており、取締役が相互

に業務執行状況の監視・監督を行うとともに、日常の業務執行の協議を活発に行うこ

とにより、取締役会の活性化及び業務の効率化を図っております。
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２. 当社は、監査等委員会規程に基づき、原則として月１回の監査等委員会を開催して

おり、当事業年度においては、監査等委員会を14回開催しました。監査等委員会で

は、監査計画の策定及びその実施状況について定期的に情報を共有するとともに、内

部監査担当者及び監査法人と随時意見交換や情報共有を行うほか、三者間で情報共有

を行うなど連携を図っております。また、監査等委員会は、代表取締役との面談を定

期的に行っております。

３. コンプライアンスに抵触する事態の発生を早期発見し、早期解決に取り組むため、

内部通報制度運用規程の整備を行うとともに、内部通報制度を導入し、全役職員に周

知及び定期的な啓蒙活動を行っております。

４. 代表取締役により指名を受けた内部監査担当者による定期的な内部監査を実施して

おり、当該結果については、代表取締役に直接報告され、後日、改善状況の確認を行

っております。内部監査担当者及び監査等委員会は定期的に内部監査の実施状況等に

ついて情報交換を行っております。また、内部監査担当者、監査等委員会及び監査法

人は、定期的に意見交換を行い、監査上の問題点の有無や課題等について、三者間で

情報共有することで連携を図っております。
　

　(6) 会社の支配に関する基本方針

当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価

値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えております。

現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の

変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2018年12月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,513,211 流 動 負 債 720,172

現 金 及 び 預 金 1,753,041 買 掛 金 6,910

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 559,145 未 払 金 331,473

仕 掛 品 45,169 未 払 法 人 税 等 121,002

前 払 費 用 75,297 前 受 金 23,313

繰 延 税 金 資 産 40,201 賞 与 引 当 金 22,519

そ の 他 42,302 株 主 優 待 引 当 金 35,095

貸 倒 引 当 金 △1,946 そ の 他 179,857

固 定 資 産 1,222,966 固 定 負 債 14,765

　有 形 固 定 資 産 339,281 長 期 未 払 金 11,360

　 建 物 及 び 構 築 物 157,774 そ の 他 3,405

　　工 具 器 具 備 品 177,360 負 債 合 計 734,937

そ の 他 4,146 純 資 産 の 部

　無 形 固 定 資 産 228,382 株 主 資 本 2,837,700

　 ソ フ ト ウ エ ア 200,605 　資 本 金 87,232

　　ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 27,388 　資 本 剰 余 金 118,032

そ の 他 388 　利 益 剰 余 金 2,835,189

　投 資 そ の 他 の 資 産 655,302 　自 己 株 式 △202,753

　 関 係 会 社 株 式 296,218 その他の包括利益累計額 162,432

　 関 係 会 社 出 資 金 151,212 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,253

繰 延 税 金 資 産 682 為 替 換 算 調 整 勘 定 165,686

敷 金 及 び 保 証 金 187,189 新 株 予 約 権 1,106

そ の 他 20,000 純 資 産 合 計 3,001,239

資 産 合 計 3,736,177 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,736,177

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,899,326

売 上 原 価 2,333,843

売 上 総 利 益 1,565,482

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 986,531

営 業 利 益 578,950

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,826

受 取 手 数 料 1,652

そ の 他 205 6,685

営 業 外 費 用

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 109,606

為 替 差 損 7,456

そ の 他 231 117,295

経 常 利 益 468,341

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 22 22

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,808 10,808

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 457,554

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 184,393

法 人 税 等 調 整 額 △16,250 168,142

当 期 純 利 益 289,411

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 289,411

　 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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連結株主資本等変動計算書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 87,232 118,032 2,790,859 △202,753 2,793,370

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △245,081 － △245,081

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － 289,411 － 289,411

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 44,330 － 44,330

当 期 末 残 高 87,232 118,032 2,835,189 △202,753 2,837,700

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘
定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △2,674 204,748 202,073 1,128 2,996,572

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △245,081

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － － － 289,411

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△578 △39,061 △39,640 △22 △39,662

当 期 変 動 額 合 計 △578 △39,061 △39,640 △22 4,667

当 期 末 残 高 △3,253 165,686 162,432 1,106 3,001,239

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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貸 借 対 照 表
(2018年12月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,824,617 流 動 負 債 712,250

現 金 及 び 預 金 1,073,320 買 掛 金 59,376

売 掛 金 558,812 未 払 金 329,248

仕 掛 品 47,379 未 払 費 用 9,908

前 払 費 用 72,859 未 払 法 人 税 等 112,913

繰 延 税 金 資 産 35,561 未 払 消 費 税 等 35,814

そ の 他 38,630 前 受 金 23,313

貸 倒 引 当 金 △1,946 預 り 金 79,858

前 受 収 益 20,141

株 主 優 待 引 当 金 35,095

そ の 他 6,579

固 定 負 債 14,765

固 定 資 産 1,742,394 長 期 未 払 金 11,360

有 形 固 定 資 産 289,220 そ の 他 3,405

建 物 135,920 負 債 合 計 727,015

工 具 器 具 備 品 149,153 純 資 産 の 部

そ の 他 4,146 株 主 資 本 2,842,143

無 形 固 定 資 産 223,277 資 本 金 87,232

ソ フ ト ウ エ ア 195,501 資 本 剰 余 金 118,032

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 27,388 資 本 準 備 金 118,032

電 話 加 入 権 388 利 益 剰 余 金 2,839,632

投 資 そ の 他 の 資 産 1,229,896 　そ の 他 利 益 剰 余 金 2,839,632

関 係 会 社 株 式 465,500 　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 15,270

関 係 会 社 出 資 金 562,846 　繰 越 利 益 剰 余 金 2,824,362

投 資 有 価 証 券 20,000 自 己 株 式 △202,753

敷 金 及 び 保 証 金 180,867 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △3,253

繰 延 税 金 資 産 682 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,253

新 株 予 約 権 1,106

純 資 産 合 計 2,839,996

資 産 合 計 3,567,011 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,567,011

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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損 益 計 算 書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,898,409

売 上 原 価 2,391,934

売 上 総 利 益 1,506,474

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 942,418

営 業 利 益 564,055

営 業 外 収 益

受 取 利 息 10

受 取 手 数 料 1,652

そ の 他 202 1,865

営 業 外 費 用

為 替 差 損 2,347

そ の 他 239 2,587

経 常 利 益 563,334

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 22 22

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,558 10,558

　税 引 前 当 期 純 利 益 552,797

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 176,064

法 人 税 等 調 整 額 △13,930 162,134

　当 期 純 利 益 390,663

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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株主資本等変動計算書

（2018年１月１日から
2018年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金合

計固定資産圧縮
積立金

繰越利益
剰 余 金

その他利益
剰余金合計

当 期 首 残 高 87,232 118,032 118,032 28,315 2,665,734 2,694,049 2,694,049

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － △13,045 13,045 － －

剰 余 金 の 配 当 － － － － △245,081 △245,081 △245,081

当 期 純 利 益 － － － － 390,663 390,663 390,663

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － － － － － － －

当期変動額合計 － － － △13,045 158,627 145,582 145,582

当 期 末 残 高 87,232 118,032 118,032 15,270 2,824,362 2,839,632 2,839,632

　

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株
予約権

純資産合計
自己株式 株主資本合計 繰延ヘッジ損益

評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 △202,753 2,696,561 △2,674 △2,674 1,128 2,695,015

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － － －

剰 余 金 の 配 当 － △245,081 － － － △245,081

当 期 純 利 益 － 390,663 － － － 390,663

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － － △578 △578 △22 △600

当期変動額合計 － 145,582 △578 △578 △22 144,981

当 期 末 残 高 △202,753 2,842,143 △3,253 △3,253 1,106 2,839,996

　 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2019年２月21日

株式会社エプコ

　取 締 役 会 御 中

　 ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 矢野 貴詳 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エプコの2018年１月１日か
ら2018年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、株式会社エプコ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2019年２月21日

株式会社エプコ

　取 締 役 会 御 中

　 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 矢野 貴詳 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エプコの2018年１月
１日から2018年12月31日までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第29期事業年度における取締

役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし

ます。

１. 監査の方法及びその内容

　 監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取

締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表）について検討いたしました。
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２. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針は相当であると認めます。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年２月21日

株 式 会 社 エ プ コ 監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 勝 又 智 水 ㊞

監 査 等 委 員 増 田 光 利 ㊞

監 査 等 委 員 成 願 隆 史 ㊞

（注） 監査等委員 勝又智水、増田光利及び成願隆史は、会社法第２条第15号及び第331条第

６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主メモ

株式会社エプコ　経営管理部

住所：〒130-0012
東京都墨田区太平四丁目一番三号

オリナスタワー12階

T E L：03-6853-9165
F A X： 03-6840-3954
U R L：http://www.epco.co.jp/

e-mail：epco-ir@epco.jp

お問い合わせ先

事 業 年 度 １月１日から12月31日まで

定 時 株 主 総 会 ３月に開催

基 準 日

期 末 配 当 金 12月31日

中 間 配 当 金 ６月30日

(その他必要あるときは、あらかじめ公告して定めます。）

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同連絡先 東京都府中市日鋼町１番地１

（同郵便先） 〒137-8081

新東京郵便局私書箱第29号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） TEL 0120-232-711（通話料無料）

公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載いたします。

(http://www.epco.co.jp/)

ただし、電子公告を行うことができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたしま

す。
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法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

　
　
　
　
　

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

　
　
　
　
　
　
　

株式会社エプコ

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の

規定に基づき、当社ホームページ（http://www.epco.co.jp/）に掲載することによ

り、株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・連結子会社の名称 EPCO(HK)LIMITED

艾博科建築設備設計（深圳）有限公司

艾博科建築設備設計（吉林）有限公司

　
(2) 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況

・持分法を適用した関連会社の数 ３社

・持分法を適用した関連会社の名称 広東聯塑艾博科住宅設備設計服務有限公司

深圳艾科築業工程技術有限公司

TEPCOホームテック株式会社

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.デリバティブ 時価法

ロ.たな卸資産

・仕掛品 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 海外子会社の有形固定資産については定額法で、その他の有形固定資産につ

いては以下のとおりであります。

・2007年４月１日以降に取得したもの

定率法

ただし、2016年4月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採

用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

ロ．無形固定資産 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（3～5

年）に基づく定額法によっております。
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間を基礎に当

連結会計年度の負担に属する支給見込額を計上しております。

ハ．株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降におい

て発生すると見込まれる額を計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．ヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 外貨建金銭債務を対象に、為替予約取引によりヘッジを行っております。

・ヘッジ方針 外貨建金銭債務に係る為替変動リスクを回避するために、デリバティブ取引

を利用しております。なお、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方

針です。

・ヘッジの有効性評価の方法 為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、行使日、金

額等の条件がほぼ同一であり、相関関係が高いことから、有効性の評価を省

略しております。

ロ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２. 連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 283,979千円
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３. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 （株） 9,316,000 ― ― 9,316,000

(注) 当社は、2018年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しました。
当連結会計年度期首の発行済株式の総数は、株式分割後の株式数を記載しております。

(2) 自己株式の数

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 （株） 403,962 ― ― 403,962

(注) 当社は、2018年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しました。
当連結会計年度期首の自己株式の数は、株式分割後の株式数を記載しております。

　

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年３月23日
定時株主総会

普通株式 133,680 30 2017年12月31日 2018年３月26日

2018年８月10日
取締役会

普通株式 111,400 12.5 2018年６月30日 2018年９月４日

(注) 当社は、2018年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しましたが、
１株当たり配当額については、株式分割前の配当額を記載しております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年３月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 133,680 15 2018年12月31日 2019年３月29日

　

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種

類及び数

普通株式 100,600株

　

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年02月27日 19時24分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



４. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　 当社グループは、一時的な余資は安全性の高い預金で資金運用する方針であります。

また、資金調達については、調達時点で最も効率的と判断される方法で実行する方針であります。なお、当

社グループのデリバティブ取引は、実需に伴う取引に限定し実施することを原則とし、投機的な取引は一切

行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されており、経営管理部を中心に回収状況

をモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。

　 買掛金、未払金、未払法人税等は、主に２～３ヶ月以内の支払期日であります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,753,041 1,753,041 ―

(2) 受取手形及び売掛金 559,145

　 貸倒引当金(*1) △1,946

557,198 557,198 ―

資産計 2,310,239 2,310,239 ―

(1) 買掛金 6,910 6,910 ―

(2) 未払金 331,473 331,473 ―

(3) 未払法人税等 121,002 121,002 ―

負債計 459,386 459,386 ―

デリバティブ取引(*2)

ヘッジ会計が適用されているもの (5,169) (5,169) ―

デリバティブ取引計 (5,169) (5,169) ―

(*1)受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については（）で示しております。

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法
　 資産
　 (1) 現金及び預金及び(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

　 負債
　 (1) 買掛金、(2) 未払金及び(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

　 デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 　 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 (千円)

（1）関係会社株式 296,218

（2）関係会社出資金 151,212

合計 447,430

上記は、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としており
ません。
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(3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

区 分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

(1) 現金及び預金 1,753,041 ― ― ―

(2) 受取手形及び売掛金 559,145 ― ― ―

合 計 2,312,186 ― ― ―

　

５. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 336円64銭

(2) １株当たり当期純利益 32円47銭

　

６. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

② 関係会社出資金 総平均法による原価法

③ その他有価証券

・時価のないもの 総平均法による原価法

④ デリバティブ 時価法

⑤ たな卸資産

・仕掛品 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 有形固定資産については以下のとおりであります。

・2007年４月１日以降に取得したもの

定率法

ただし、2016年4月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法

を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

② 無形固定資産 イ．ソフトウエア（自社利用）

社内における利用可能期間（3～5年）に基づく定額法

ロ．貸与資産

定額法（５年）

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において

発生すると見込まれる額を計上しております。
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① ヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 外貨建金銭債務を対象に、為替予約取引によりヘッジを行っております。

・ヘッジ方針 外貨建金銭債務に係る為替変動リスクを回避するために、デリバティブ取

引を利用しております。なお、投機目的によるデリバティブ取引は行わな

い方針です。

・ヘッジの有効性評価の方法 為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、行使日、

金額等の条件がほぼ同一であり、相関関係が高いことから、有効性の評価

を省略しております。

② 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 209,336千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 23,924千円

短期金銭債務 52,465千円

(3) 取締役に対する金銭債務

短期金銭債務 6,910千円

　
３. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 営業取引による取引高

売上高 155,726千円

外注加工費 573,774千円

② 営業取引以外による取引高

営業取引以外の取引（収入分） 97,292千円

　
４. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普通株式 (株) 403,962 ― ― 403,962

(注) 当社は、2018年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しました。
当事業年度期首の自己株式の数は、株式分割後の株式数を記載しております。
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５. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 (繰延税金資産)

未払事業税 13,389千円

前受収益 8,111千円

未払事業所税 2,483千円

資産除去債務 10,953千円

長期未払金 3,913千円

繰延ヘッジ損益 1,709千円

株主優待引当金 12,090千円

その他 3,652千円

繰延税金資産小計 56,304千円

評価性引当額 △3,913千円

繰延税金資産合計 52,390千円

　 (繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △8,024千円

還付事業税 △8,122千円

繰延税金負債合計 △16,147千円

繰延税金資産の純額 36,243千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率 34.7 ％

（調整）

税額控除 △2.3

還付事業税 △2.8

軽減税率適用 △0.7

住民税均等割 0.2

評価性引当額 △0.1

交際費等 0.3

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.3
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６. 関連当事者との取引に関する注記

(1)関連当事者との取引

①子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権 等 の
所 有 （被 所
有） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
艾博科建築設備設計
（深圳）有限公司

所有
間接100％

設計業務委
託、固定資
産の貸与

設計業務の
委託

427,265 買掛金 37,180

関連会社
TEPCOホームテック
株式会社

所有
直接49％

役員の兼任
増資の引受
(注3)

220,500 ― ―

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 定期的に価格交渉の上、市場価格を基準として、一般的取引と同様に決定しております。

2. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

3. 増資の引受は、TEPCOホームテック株式会社が行った株主割当有償増資を引受けたものであります。

②兄弟会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権 等 の
所 有 （被 所
有） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主(法
人)が議決権
の過半数を所
有している会
社

パナソニックホーム
ズ株式会社
（パナソニック株式
会社の子会社）

―

設計業務及
びカスタマ
ーセンター
サービス業
務の受託

設計業務及
びカスタマ
ーセンター
サービス業
務の受託

543,470 売掛金 107,758

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 定期的に価格交渉の上、市場価格を基準として、一般的取引と同様に決定しております。

2. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。
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③役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

種類
氏名又は

会社等の名称

議決権 等 の
所 有 （被 所
有） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及び
その近親者

岩崎 辰之
被所有
直接27.87％

当社
代表取締役
グループCEO

特許取引
実施補償金
支払

17,870 買掛金 6,910

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 定期的に価格交渉の上、市場価格を基準として、一般的取引と同様に決定しております。

2. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

　

(2)重要な関連会社の要約財務情報

　 重要な関連会社であるTEPCOホームテック株式会社の要約財務情報は以下のとおりであります。

流動資産合計 838,672千円

固定資産合計 29,254千円

流動負債合計 254,877千円

固定負債合計 8,160千円

純資産合計 606,348千円

売上高 1,314,206千円

税引前当期純損失 248,324千円

当期純損失 248,711千円

７. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 318円55銭

(2) １株当たり当期純利益 43円84銭

　

８. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９. 連結配当規制適用会社に関する注記

該当事項はありません。
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